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厚生労働省「地域連携周産期支援事業（産科施設）」に係る 

予備調査への協力について（依頼） 

 

 平素より大変お世話になっております。 

 国が、令和６年度補正予算により実施する標記の補助事業について、本県での

事業化を検討するにあたり、貴院の状況を把握したいので、御多忙の折たいへん

恐縮ですが、下記によりご協力をお願いいたします。 

 

記 

 

１ 補助金の概要 

   分娩は取り扱わないが、妊婦健診等を担う施設として診療を継続する産

科施設に対し、診療等に必要な施設又は設備整備に係る経費への補助金を支

給（基準額と実支出額を比較し、少ない方の額の 1/2 を補助） 

   ○施設整備：妊婦健診を含む外来診療等に必要なスペースの整備 

基準額 対象経費 

１施設あたり 16,800 千円 妊婦健診を行う産科医療施設として必要な各

部門の新築、増築、改築及び改修に要する工

事費又は工事請負費 

   ○設備整備：妊婦健診を含む外来診療等に必要な設備の整備 

基準額 対象経費 

１施設あたり  7,279 千円 妊婦健診を行う産科医療施設として必要な医

療機器購入費（診察台、超音波診断装置等） 

 

２ 回答様式 

   別添「地域連携周産期支援事業（産科施設）予備調査 様式」のとおり 

   なお、令和８年３月３１日までに、１の補助金の対象となる施設整備及び

設備整備の予定がない、または１の補助金による支援を受ける意向がない

場合は、回答は不要です。 

 

３ 回答方法 

以下の①②のいずれかでご提出ください。 

① 電子メール 

回答様式（Excel）を下記県ホームページよりダウンロードいただき、

提出先メールアドレスあてお送りください。 



 

【県ホームページ】 

https://www.pref.okayama.jp/page/959509.html 

【提出先メールアドレス】 

iryo@pref.okayama.lg.jp 

※提出の際は、メールの件名を「【医療機関名】地域連携周産期支援事

業（産科施設）の予備調査」としてください。 

 

② 郵送 

同封の様式に記入し、下記宛先まで送付ください。 

〒700-8570 岡山県岡山市北区内山下 2-4-6 

岡山県保健医療部医療推進課医事班 

地域連携周産期支援事業（産科施設）担当 宛 

 

４ 提出締切 

令和７年３月１４日（金）必着（郵送の場合は消印有効） 

 

５ 留意事項 

・ 本調査は、県が事業化を検討するために行うものであり、現時点で、貴院

への補助金交付を確約するものではありませんので、あらかじめご了承くだ

さい。 

・ 県において事業化した場合は、県の実施要綱を作成した上で、改めて、補

助金交付申請のご案内をさせていただきます。 

 

 

〈参考〉 

厚生労働省から新たな情報が示されましたら、下記岡山県ホームページにて随時お

知らせいたしますので、随時ご確認ください。 

【岡山県ホームページ】 

 https://www.pref.okayama.jp/page/959509.html 

 

また、岡山県のメールマガジンにご登録いただきますと、情報更新時にお知らせが

届きます。 

【メールマガジン登録方法】 

下記 URL から登録できます。 

メールマガジンの内容選択では、「医療安全情報等のお知らせ」を選択ください。 

 https://www.pref.okayama.jp/template/cms/guide.html 

  

 

【本通知に関する問合せ先】 

岡山県保健医療部医療推進課 医事班 

（岩本、大口） 

TEL:(086)226-7403 

 


